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ＭＩＣＥビジネスを取り巻く概況 

 

１．観光庁によるＭＩＣＥ推進の現状 

「ＭＩＣＥ」とは、企業等の会議（Meeting）、企業等の行う報奨・研修旅行（Incentive 

Travel）、国際機関・団体、学会等が行う国際会議（Convention）、展示会・見本市、イベ

ント（Exhibition/Event）の頭文字であり、これらのビジネスイベント等の総称であると定

義される。 

 

（１）想定される主要な効果 

観光庁では、ＭＩＣＥの主要な効果として「ビジネス・イノベーションの創造」「地域へ

の経済効果」「国・都市の競争力向上」の３点を挙げている。なお、この主要な効果いずれ

にも「海外」「国際」といった言葉が用いられていることから、国際ＭＩＣＥが強く意識さ

れていることがわかる。 

図表 ＭＩＣＥによる主要な効果 

［１］ビジネス・イノベーションの機会の創造  

  MICE開催を通じて世界から企業や学会の主要メンバーが我が国に集うことは、我が国の関係者と海外

の関係者のネットワークを構築し、新しいビジネスやイノベーションの機会を呼び込むことにつながりま

す。 

［２］地域への経済効果 

  MICE開催を通じた主催者、参加者、出展者等の消費支出や関連の事業支出は、MICE開催地域を中心

に大きな経済波及効果を生み出します。ＭＩＣＥは会議開催、宿泊、飲食、観光等の経済・消費活動の裾

野が広く、また滞在期間が比較的長いと言われており、一般的な観光客以上に周辺地域への経済効果を生

み出すことが期待されます。 

  観光庁は、2017 年度（平成 29 年度）に国際ＭＩＣＥ全体の調査を実施し、日本国内で開催された

国際MICE全体による経済波及効果（2016 年（平成 28年）開催分）を初めて算出しました。 

［３］国・都市の競争力向上 

  国際会議等のＭＩＣＥ開催を通じた国際・国内相互の人や情報の流通、ネットワークの構築、集客力な

どはビジネスや研究環境の向上につながり、都市の競争力、ひいては、国の競争力向上につながります。

海外の多くの国・都市が、国・都市の経済戦略の中で、その達成手段の一つとしてＭＩＣＥを位置付け、

戦略分野・成長分野における産業振興、イノベーション創出のためのツールとして国際会議や見本市を活

用しており、我が国においても、ＭＩＣＥを国・都市競争力向上のツールとして認識し、活用することが

重要です。 

資料）観光庁資料より抜粋 

 

なお、観光庁がＭＩＣＥ開催状況として公表している数値も、ICCA (International 

Congress and Convention Association：国際会議協会）による国際会議（国際機関や国家

機関等が主催する参加者 50 名以上、参加国３か国以上、開催期間１日以上）の開催件数で

あり、やはり国際ＭＩＣＥを強く意識したものである。 
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①ビジネス・イノベーションの機会の創造（レガシー効果）について 

 観光庁では、ビジネス・イノベーションの機会創造（以下、レガシー効果）について、

平成 30 年度に調査を行っている。ここでは、レガシー効果を経済波及効果以外の効果であ

り、具体的な受益が生じるものとして定義しており、その波及イメージでは、開催地全体

に加え一般市民や、教育・研究機関、民間組織・ＮＰＯ法人、行政組織等に幅広く、中長

期的に生じるとしている。 

図表 レガシー効果 

 

 

資料）観光庁「平成 30 年度 MICE によるレガシー効果等調査事業」（平成 31 年 3 月） 
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 この調査において、レガシー効果は、表のように分類されており、その概要も示されて

いるが、「具体的に発生する効果は、催事の分野や規模等によって固定化されたパターンが

あるわけではなく、催事の企画内容（サイドイベントの有無等）や関係者の種類・規模等

により、いずれのレガシー効果も発生し得る」となっている。 

図表 レガシー効果の分類と概要 

 

資料）観光庁「平成 30 年度 MICE によるレガシー効果等調査事業」（平成 31 年 3 月） 

 

 なお、同調査において、観光庁は「企業会議【M】及び報奨・研修旅行【I】は、国際会

議【C】や展示会・見本市【E】と比べ、一般的に開催地に発生するレガシー効果が限られ

る傾向がある」と指摘している。その理由としては、「Ｍ」「Ｉ」は基本的に企業内活動で

あるため、その内容を社外に公開・公表しない傾向があることから、活動が特定箇所に限

られていること、参加人数規模が相対的に国際会議【C】や展示会・見本市【E】より少な

いことを挙げている。 
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②地域への経済効果について 

観光庁では、平成 22 年度に｢MICE 開催による経済波及効果測定のための簡易測定モデ

ル（MICE 簡易測定モデル）｣を開発したが、平成 30 年度に第 3 版に改訂したところであ

る。この最新版は全市町村に対応したことから、大田区においても利用可能と考えられる。 

観光庁では、平成 28 年度の調査で、日本で開催された国際会議「Ｃ」による経済波及効果

（直接効果、間接効果、新たに生じた雇用創出効果、税収効果など）を算出して公表した。

さらに、平成 29 年度には企業会議「Ｍ」、企業の報奨・研修旅行「Ｉ」、展示会「Ｅ」も対

象に含め、日本国内で開催された国際ＭＩＣＥ全体による経済波及効果を 1 兆 590 億円と

算出、公表している。 

図表 国際ＭＩＣＥによる経済波及効果 

 

資料）観光庁「平成 29 年度 MICE の経済波及効果算出等事業」（平成 30 年 3 月） 
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（２）ＭＩＣＥ関係者の分類体系 

 観光庁の国際会議誘致ガイドブックでは、下図のようなさまざまな産業が、ＭＩＣＥに

関連する産業として示されており、こちらはより直接的にＭＩＣＥによる受益を受ける範

囲と捉えられる。 

図表 ＭＩＣＥに関連する産業群 

 

資料）観光庁「国際会議誘致ガイドブック」 
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また、直近の観光庁資料には、ＭＩＣＥ関係者（効果の受益者）の分類体系として、下

記の図表が示されている。これは、ＭＩＣＥに参加していない方も受益者に含まれる、幅

広い概念で整理されている。 

図表 ＭＩＣＥ関係者の分類体系 

 

資料）観光庁「平成 30 年度 MICE によるレガシー効果等調査事業」（平成 31 年 3 月） 
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２．わが国における企業活動に基づくＭＩＣＥの概況 

 「ＭＩＣＥ」とひとくくりに説明しているが、一般参加もありえる「ＣＥ」と企業活動

でクローズドである「ＭＩ」では、実際には情報の把握度に大きな差がある。ＭＩＣＥの

開催件数としてしばしば引用されるＪＮＴＯ国際会議統計では「ＭＩ」の件数を捕捉する

ことはできず、全体の状況が不明瞭なものとなっていることは、以前よりしばしば指摘さ

れているところである。 

 

（１）ＣＥの状況 

 国際会議の規模は 200 人までが小規模とされている。 

図表 国際会議「Ｃ」の規模の目安 

 

資料）観光庁「国際会議誘致ガイドブック」 

 

年々、国際会議の件数は増加しているが、小規模、特に人数規模 100 人未満の国際会議

の割合が高まっている状況にある。 

図表 規模別国際会議「Ｃ」の件数 

 

資料）ＪＮＴＯ「国際会議統計」 
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 都市別では東京が多いが、近年は神戸市が急伸しており、直近では京都市を上回った。 

図表 都市別国際会議「Ｃ」の件数 

 
資料）ＪＮＴＯ「国際会議統計」 

 

 展示会の定義は、国際見本市連盟（UFI）の定義によっており、国内では日本展示会認証

協議会（JECC）が、UFI 公認認証機関として国際展示会の認証を行っている。 

図表 展示会「Ｅ」の定義 

 

資料）観光庁「平成 29 年度 MICE の経済波及効果算出等事業」（平成 30 年 3 月） 
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 展示会の開催規模は年々拡大している。 

図表 展示会「Ｅ」の開催規模の推移 

 

資料）観光庁「平成 29 年度 MICE の経済波及効果算出等事業」（平成 30 年 3 月） 

 

（２）ＭＩの状況 

 観光庁「平成 29 年度 MICE の経済波及効果算出等事業」（平成 30 年 3 月）では、企業

会議「Ｍ」の条件として「10 人以上が参加」「４時間以上の開催」「外部施設の利用」が定

義として一般的と指摘している。報償旅行「Ｉ」については、「個人の報酬を目的としたも

の」とされており、外形的には区別が付きにくいものとなっているため、その条件として

は同じ「10 人以上が参加」「４時間以上の開催」「外部施設の利用」が設定されている。 

図表 企業会議「Ｍ」の区分 

 

資料）観光庁「平成 29 年度 MICE の経済波及効果算出等事業」（平成 30 年 3 月） 
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 観光庁「MICE のミーティング及びインセンティブにおける海外顧客ニーズ調査」によ

れば、海外の「Ｍ」「Ｉ」主催者による取扱規模は 101 人～500 人が最も多いものの、50～

100 人が 36％あり、501 人以上は 18％にとどまっている。 

 すなわち、「Ｍ」「Ｉ」は、その定義も 10 人以上と、「Ｃ」「Ｅ」よりも小規模であるが、

「Ｃ」で 100 人未満が多くなりつつあるいま、それよりももっと小規模なものが、「Ｍ」「Ｉ」

のボリュームゾーンとなっていると考えられる。 

 

 


